
認定の申請期間 8月1日～9月10日
認定されると翌年からは「現況届」の提出期間となります

神奈川県在宅重度障害者等手当

年6万円の手当
を支給する神奈川県の制度

在 手 略称:ざいて

重度の障害のある方の〈在宅生活〉を支援



✔

毎年8月1日（基準日）時点で
❶～❺すべて にあてはまる方

申請書提出8月1日～9月10日

どのような人が手当をうけられるのですか？

手当を受ける手続きは？ 申請から支給まで 

❶ 障 害 要 件

A / B / C / D
いずれかの
障害者手帳等を
もっている

A

B

C

D

確認して
みましょう

❷ 年 齢 要 件

障害者手帳の
交付は、65歳より前
である

❺ 所 得 要 件

前年の所得が
基準額内
である

❸ 在 住 要 件

神奈川県に
6か月以上
住んでいる

❹ 在 宅 要 件

継続入院（入所）の
期間は、1年間で
3か月以下
である

右のいずれか
２つ以上

身体障害者手帳
1級 または 2級

身体障害者手帳
1級 または 2級

療育手帳
A1 または A2

療育手帳 B1

（IQ35以下）

（IQ50以下）

精神障害者

+
身体障害者手帳

特別障害者手当  または  障害児福祉手当

3級
療育手帳 B1
（IQ50以下）

申請年度の8月分の
支給を受けていること

+ +

( )

保健福祉手帳 1級

精神障害者
保健福祉手帳 1級

✔

✔

✔

✔ ✔

（ 例 ）扶 養 親 族 等 が 0 人 の 場 合

① 単身世帯   3 ,604 ,000 円

② 本人と配偶者または扶養義務者の世帯
本人：3,604 ,000 円
配偶者または扶養義務者 :  6 ,287,000 円

申請書の提出窓口は、
お住まいの市区町村の障害福祉担当課です

審査9月 ～ 翌年1月 前年の所得、障害の程度、施設入所の状況などについて
審査を行います（市区町村および県）

認定・支給1月下旬 認定通知の発送と手当の支給をします。認定されなかった方や
所得超過で手当が支給されない方にもその旨通知します

現況届提出8月1日～9月10日 認定されると、毎年度、「現況届」の提出が必要です



前年

今年

来年

申請期間 8月1日～ 9月10日

審査

認定・支給 1月下旬

8月1日
基準日

6か月以上
神奈川県に
住んでいる

前年 8月1日～

本年 7月31日

A/B/C/D
（いずれか）に
あてはまる

継続した
入院（入所）は
3か月以下
である

前年の所得が
基準額
以内である

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

申請スケジュール

❶

❷
❸

❹

❺

8月1日時点で5つの要件を
満たしている場合に
申請ののち認定を受けて支給となります

A/B/C/D
手帳の交付
（Dは手当）
を受けたのは
65歳より前
である



❶障害要件
次のうち、いずれかにあてはまる方
● 複数の障害を有している
⇒「申請年度の８月１日時点で一定の等級以上の障害者手帳
を２種類以上持っている」
⇒身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳また
は知的障害者の判定書を交付されていること。

● 特別障害者手当または障害児福祉手当を受給し
ている⇒「申請年度の８月分の支給を受けている」
　

❷年齢要件　
65歳よりも前に、１つでもあてはまる方
● 身体障害者手帳の交付を受けたことがある方
● 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けたことがある方
● 療育手帳の交付を受けるなど､児童相談所や更生相
談所などにおいて知的障害者と判定されたことがある方
● 特別障害者手当または障害児福祉手当を受けたこ
とがある方
※本手当支給条例改正前の平成21年度分を受給していた方
の場合、年齢は問いません

❸在住要件
８月１日（基準日）時点で継続して６か月以上、神奈川
県にお住まいの方
● ２月２日以降に神奈川県内に転入された方は、当年
は対象外です
● 住民票が神奈川県内にあっても、実際には県外のグ
ループホームに入居している場合等は、神奈川県に住
んでいることにはならず対象外です
※ＤＶ被害にあわれている等の理由で住所と異なる場所に居
住されている場合は、その居住地が神奈川県内であれば、在
住要件を満たします

❹在宅要件
基準日までの１年間（前年８/1～当年７/31）に継続
して３か月を超えて医療機関や施設に入院（入所）し
ていない方

①～⑬の医療機関や施設に継続して３か月を超えて入
院（入所）した場合は対象外です
※「医療機関や施設」の種類については、特別障害者手当・障害児福祉手当
の基準を用います

全年齢共通の医療機関や施設 ①～⑤ 
①障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に規定する療養介護を行う病院（療養介護を行う
病床に限る。）又は障害者支援施設

②独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの
園が設置する施設
③独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関又は社
会福祉法に規定する施設で、進行性筋萎縮症者を収容し、
治療、訓練、生活指導を行うもの
④国立保養所
⑤生活保護法に規定する救護施設又は更生施設

20歳未満についての医療機関や施設 ⑥～⑨ 
⑥障害児入所施設
⑦乳児院、児童養護施設
⑧医療型障害児入所施設と同様な治療等を行う指定医療
機関
⑨命令・措置による病院又は診療所への入院・入所

20歳以上についての医療機関や施設 ⑩～⑬
⑩病院、診療所
⑪介護老人保健施設
⑫養護老人ホーム
⑬特別養護老人ホーム

❺所得要件（所得制限について）
受給資格者もしくはその配偶者または扶養義務者
の前年所得※1がそれぞれ基準額※2を超えると、手当
の支給は停止されます
※1「前年所得」=前年１月～12月までの本人及び生計を一つ
にする扶養親族等の所得の合計から下記の各種控除額を差し
引いた額　※2「基準額」=特別障害者手当/障害児福祉手当
の基準を用います

●参考１ 控除額表

●参考2 特別障害者手当/障害児福祉手当の所得基準額
（平成14年8月1日改正）

受給資格者本人が基本です　但し、受給資格者ご本人が自
ら申請することが難しい場合は、３親等以内の親族や親権者、成
年後見人等による代理申請も可能です。

毎年８月１日～９月10日
申請窓口は、お住まいの市区町村の担当課です

①申請者の印鑑　②通帳
③障害者手帳等（障害の程度を満たすことがわかるもの）
④受給資格者の属する世帯全員の住民票の写し

支給要件のくわしい説明は、こちらをご覧ください

（令和3年8月1日現在）

医療機関や施設の種類

a. 当該雑損控除額

控除の種類 本人控除金額 務者の控除額
配偶者 / 扶養義

b. 医療費控除額

c. 小規模企業共済等掛金控除額
控除相当額 控除相当額

d. 配偶者特別控除額

e. 社会保険料控除額

f. 障害者控除（本人）

g. 障害者控除（扶養親族・扶養配偶者）

h. 特別障害者控除（本人）

i. 特別障害者控除（扶養親族・扶養配偶者）

j. 寡婦控除

k. ひとり親控除

l. 勤労学生控除

8 万円

27 万円

27 万円

40 万円

40 万円

27 万円

35 万円

27 万円

27 万円

40 万円

27 万円

35 万円

27 万円

m. その他(肉用牛売却による農業所得免除等） 免除相当額免除相当額



❶障害要件
次のうち、いずれかにあてはまる方
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を２種類以上持っている」
⇒身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳また
は知的障害者の判定書を交付されていること。
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⑦乳児院、児童養護施設
⑧医療型障害児入所施設と同様な治療等を行う指定医療
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⑪介護老人保健施設
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❺所得要件（所得制限について）
受給資格者もしくはその配偶者または扶養義務者
の前年所得※1がそれぞれ基準額※2を超えると、手当
の支給は停止されます
※1「前年所得」=前年１月～12月までの本人及び生計を一つ
にする扶養親族等の所得の合計から下記の各種控除額を差し
引いた額　※2「基準額」=特別障害者手当/障害児福祉手当
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●参考１ 控除額表

●参考2 特別障害者手当/障害児福祉手当の所得基準額
（平成14年8月1日改正）

受給資格者本人が基本です　但し、受給資格者ご本人が自
ら申請することが難しい場合は、３親等以内の親族や親権者、成
年後見人等による代理申請も可能です。

毎年８月１日～９月10日
申請窓口は、お住まいの市区町村の担当課です

①申請者の印鑑　②通帳
③障害者手帳等（障害の程度を満たすことがわかるもの）
④受給資格者の属する世帯全員の住民票の写し

⑤受給資格者ご本人、配偶者及び扶養義務者のマイナン
バーがわかるもの
⑥所得状況が確認できるもの（特別障害者手当/障害児福祉
手当で所得現況届を提出済みの方は省略できる場合があり
ます）
申請期間内に書類の提出ができなかった場合で、知事が特にや
むを得ない事情があると認めたときは、翌年２月までの間であ
れば申請ができますので、まずは申請窓口にご相談ください

60,000円（年1回）
税法上、受給資格者本人の「雑所得」になります

「認定された方」には、申請した年の翌年１月末頃に認定
通知書を郵送し、指定された金融機関の口座に60,000
円を振り込みます
⇒入金日は年により異なります。提出された書類を各市町村
にて審査し、神奈川県知事が確認・認定を行います。（９月～翌
年１月）
⇒「認定されなかった方」や「所得超過で手当が支給されない
方」にも、申請した年の翌年１月末頃に認定審査の結果の通知
を郵送します。

● 申請した内容に変更があった場合
次のような変更があった場合は、すみやかにお住まいの市区
町村窓口に届け出てください。
⇒変更があった　　
●氏名　●住所　●口座　●所得額
注意：支払期日直前に口座を変えたり解約しますと、
振込みが遅れる場合があります。

⇒受給資格がなくなった
●受給資格者の死亡　
●継続して病院（施設）に３か月を超えて入院（入所）した
●神奈川県外に転出した
●その他（障害等級の変更など）

● 翌年度の申請（現況届）について
認定された方には、翌年度の７月下旬から8月上旬頃に県また
はお住まいの市区町村からご案内を郵送しますので、毎年８月１
日～９月10日の間に「現況届」を必要書類と一緒にお住まいの
市区町村へ提出してください。必要書類は、受給者により異なり
ますので、詳しくはお住まいの市区町村におたずねください。
「現況届」は、前年の所得の額や障害の程度、県内在住か、入
院（入所）をしていないか等を確認し、その年の手当が支給で
きるかどうかを審査するものです。届出をしないと手当を受け
ることができません。

扶養義務者及び３親等以内の親族の範囲

〈上記基準額に加算されるもの〉
受給資格者の所得 ● 扶養親族等に、同一生計配偶者のうち70歳以上の者
又は老人扶養親族があるときは、1人につき100,000円を加算
● 扶養親族等に、特定扶養親族があるときは、1人につき250,000円を加算
扶養義務者等の所得（扶養親族等の数が2人以上の場合） ● 扶養親族等に
老人扶養親族があるときは、1人につき60,000円を加算
※扶養義務者とは、本人と生計を一にする配偶者、父母、子、祖父母、兄弟姉妹等

申請手続きができる人は？

「手当」の金額は？

認定と支給

申請後の手続き

申請期間は？

必要書類 （市区町村の窓口でご確認ください）

扶養親族の数 受給資格者の所得 扶養義務者等の所得

3,604,000 円 6,287,000 円

3,984,000 円 6,536,000 円

4,364,000 円 6,749,000 円

4,744,000 円 6,962,000 円

1人あたり 1人あたり
380,000 円を加算 213,000 円を加算

0 人

1 人

2 人

3 人

4 人目以降

3

2

1

1

2

3

3

33

22

33

2

1

1

2

3

3

2

1

1

3

2

3

2

3

姻族 血族 姻族

尊
族

卑
族

傍系 傍系直系 直系

父母

配偶者

配偶者

配偶者

配偶者

配偶者

配偶者

曾祖父母

曾孫

祖父母

曾祖父母

祖父母

父母

子

孫

曾孫

子

孫

伯父叔母
伯父叔母 配偶者

配偶者
配偶者

配偶者

兄弟姉妹
兄弟姉妹

甥姪

甥姪

自己

= 絶対的扶養義務者（民法第877条第１項）







福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課地域生活支援グループ
〒231-8588 横浜市中区日本大通１
電話(045)210-4720(直通)　FAX (045)201-2051

平成30年7月発行
令和4年11月改訂


